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重複処方および残薬が社会問題となっている中で、処方の高度化が必要である。本研究では、処方、調剤及び残

薬に関する情報を、個人単位で管理し、適正な処方を支援するシステムを検討した。提案システムでは、HPKI を

用いて、電子処方情報及び電子調剤情報を作成して、JPKI を用いて個人と情報を紐付ける。医療等分野専用

ネットワークを活用し、全国の医療機関でこれを行うことにより、医療機関へのフリーアクセスを活かしつつ、経時

的に個人単位の処方及び調剤情報を把握でき、適正な処方を支援することが可能となる。また、訪問看護等を利

用している、認知機能が低下した在宅療養者の残薬等の情報についても、訪問看護師等からの報告により、医師

等が状況を把握することが可能となり、適正な処方に資すると考えられる。 
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1. はじめに

薬剤師の介入等により削減可能な薬剤費は、

推計 100〜6500 億円程度と報告されている ［

１］。重複処方の防止や残薬削減のためには、

過去の処方情報及び調剤情報や自宅にある残

薬の情報（以下、お薬情報という）を把握し

た上で、適正な処方がされる仕組みが必要で

ある。

ここで、個々の患者に対して適正な処方を

行うためには、お薬情報を個人単位で集約す

ることが必要となる。

現在、健康保険のオンライン資格確認の実

施において、公的個人認証サービス（JPKI）

の利用が予定されている。JPKI は電子空間上

で確実に本人確認を行う仕組みであり、これ

を利用することで、患者と電子化されたお薬

情報を紐づけることが可能となる。そこで、

本研究では、JPKI を用いて、お薬情報を個人

単位で集約し、適正処方を支援するシステム

の検討を行った。

2. 検討の概要

1) 取り扱う情報

ここで取り扱う情報は、「電子処方情報」、

「電子調剤情報」及び「電子残薬情報」であ

る。また、上記３つの情報は保健医療福祉分

野公開鍵基盤（HPKI）を用いた電子署名によ

り責任の所在を明確にした上で管理される。

2) 構成図

図 構成図

今回の検討では、現在、構築が進められて

いる医療等分野専用ネットワーク（IX）と、

JAHIS の「電子処方せん実装ガイド Ver.1.0」

に示されている実装仕様を用いて、医療関連

機関での情報の作成と参照が行うことを想定

している。
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3) お薬情報作成時の JPKI の利用
 医師等は、個人単位でお薬情報を集約するた

めに、患者の利用者証明用電子証明書に紐づ

く形で、お薬情報を作成する。これにより、

異なる医療機関で作成された複数のお薬情報

も個人単位で集約することが可能となる。情

報作成の際は HPKI 署名をして、作成者を明

らかにする。

4) 重複処方及び残薬への対応

薬局において、患者は JPKI を用いて電子処

方情報を電子処方せん ASP サーバから取り出

し、薬剤師は電子処方情報の監査、調剤、服

薬指導及び調剤に関する情報の作成を行う。

電子処方情報の監査の際、薬剤師は患者同意

を得た上で、患者の利用者証明用電子証明書

に紐づく電子調剤情報及び電子残薬情報を

「処方・調剤歴等管理サーバ（仮称）」から参

照し、重複処方、残薬の有無を確認する。そ

して、必要に応じて疑義照会を行う。電子調

剤情報に、先発薬から後発薬への変更、服薬

指導の内容も含めることで、次回の診察時の

医師等の情報収集の支援、また適正処方の支

援につながると考えられる。

5) 残薬の情報の共有
在宅療養者の中には、認知症や、認知機能

の低下などにより、他者の介入による服薬管

理が必要な場合がある。訪問看護師等は、患

者同意を得た上で、電子調剤情報を参照し、

内服すべき薬を把握することにより、在宅療

養者の自宅にある残薬の確認が可能となる。

確認した情報は、電子残薬情報として「処方・

調剤歴等管理サーバ（仮称）」へ送信、蓄積さ

れ、薬剤師が電子処方情報の監査をする際に

参照することにより、適正な処方が促進され

ると考えられる。

3. 考察

本研究では、お薬情報を個人単位で集約し、

適正な処方を支援する仕組みを示した。

JAHIS の「電子処方せん実装ガイド Ver.1.0」

では、電子処方せんシステムに係る具体的な

実装仕様が示されており、当ガイドで示され

た院内システムと電子処方せんの連携機能

に加え、JPKI との連携機能を追加すること

でこの仕組みが実現可能と考える。

さらに、医療等分野専用ネットワークを介

することで 全国規模での情報の管理や参照

が可能となり、地域医療連携ネットワークに

限定されない、患者の医療機関へのフリーア

クセスを維持したままお薬情報の管理が可

能と考えられる。

現在、厚生労働省が策定した電子処方せん

の運用のガイドラインは、重複処方や、残薬

を検知する機能は含まれていないため、検知

をするためのサーバが必要になると考えられ

る。

これらの情報を作成するには、HPKI 署名

が必須となるが、現時点で看護師の HPKI

カードは発行されておらず、今後発行対象の

拡大が必要である。また、処方箋は原則とし

て患者に帰属するとされていることから、電

子処方情報をはじめとする服薬に関する情

報は、患者本人が参照できる仕組みが必要で

あり、マイナポータルの活用などが考えられ

る。また、患者同意を得た医療従事者への参

照権限の付与の方法についても検討する必

要がある。

電子処方せんの運用は、本格運用に至って

おらず、今後も見直しがされるものと考えら

れ、今回の検討が、議論に反映される事が望

まれる。

結語

公的個人認証サービスを活用した適正処方

の支援の方法を検討し、その有用性が高いこ

とを示した。今後、具体的なシステムの構築、

整備を進めていく必要がある。
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